
JP 2011-172122 A 2011.9.1

10

(57)【要約】
【課題】携帯性や柔軟性を維持しつつ、接続される機器
にかかわりなく受信性能への影響を最大限軽減すること
が可能で、しかも伝送損失を小さくすることが可能な高
周波受信伝送ケーブルおよび受信装置を提供する。
【解決手段】高周波信号を受信または、伝送するための
高周波伝達部３２と、受信した信号を伝送するための同
軸伝送ケーブル３１と、高周波伝達部と同軸伝送ケーブ
ルとが接続され信号を中継する中継部３３とを有し、高
周波伝達部および同軸伝送ケーブルは、ジャケットによ
り被覆されたシールド部付同軸ケーブルにより形成され
、同軸伝送ケーブルは第１伝送ケーブル部３１ａおよび
第２伝送ケーブル部３２ｂを形成するように、中間部に
中継部３３が配置され、第１伝送ケーブル部および第２
伝送ケーブル部には中継部３３から所定の距離Ｌの位置
に高周波的に遮断する高周波遮断部３５，３６が配置さ
れている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高周波信号を受信または、伝送するための高周波伝達部と、
　受信した信号を伝送するための同軸伝送ケーブルと、
　上記高周波伝達部と上記同軸伝送ケーブルとが接続され、信号を中継する中継部と、を
有し、
　上記高周波伝達部および上記同軸伝送ケーブルは、
　　ジャケットにより被覆されたシールド部付同軸ケーブルにより形成され、
　上記同軸伝送ケーブルは、
　　第１伝送ケーブル部および第２伝送ケーブル部を形成するように、中間部に上記中継
部が配置され、
　　上記第１伝送ケーブル部および上記第２伝送ケーブル部の少なくとも一方には、上記
中継部から所定の距離の位置に高周波的に遮断する高周波遮断部が配置されている
　高周波受信伝送ケーブル。
【請求項２】
　上記高周波遮断部が配置される上記中継部からの所定の距離の位置は、使用帯域の電気
長1/4λ（λは波長）の定数倍の地点である
　請求項１記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項３】
　上記同軸伝送ケーブルは、
　　芯線とシールド部が同心状に形成された同軸ケーブルにより形成され、
　上記同軸伝送ケーブルは、
　　上記中継部における上記第１伝送ケーブル部および上記第２伝送ケーブル部の芯線間
に高周波遮断部が挿入されている
　請求項１または２記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項４】
　上記高周波伝達部は、
　　芯線とシールド部が同心状に形成された同軸ケーブルにより形成され、
　上記高周波伝達部を形成する上記同軸ケーブルは、
　　一端側において、芯線が上記同軸伝送ケーブルの高周波遮断部の一方の側の第１伝送
ケーブル部の上記シールド部に接続され、
　　シールド部が上記同軸伝送ケーブルの高周波遮断部の他方の側の上記第２伝送ケーブ
ル部の上記シールド部に接続されている
　請求項３記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項５】
　上記中継部は、
　　平衡不平衡変換器を含み、
　　上記高周波伝達部を形成する同軸ケーブルの芯線と上記同軸伝送ケーブルの高周波遮
断部の一方の側の上記第１伝送ケーブル部の上記シールド部が上記平衡不平衡変換器の一
端子を介して接続され、
　　上記高周波伝達部を形成する同軸ケーブルのシールド部と上記同軸伝送ケーブルの高
周波遮断部の他方の側の上記第２伝送ケーブル部の上記シールド部が上記平衡不平衡変換
器の他端子を介して接続されている
　請求項４記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項６】
　上記同軸伝送ケーブルの上記第２伝送ケーブル部は、
　　上記中継部から所定の距離の位置の上記芯線に上記高周波遮断部が挿入されている
　請求項３から５のいずれか一に記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項７】
　上記同軸伝送ケーブルの上記第１伝送ケーブル部は、
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　上記中継部から所定の距離の位置領域でオーディオジャックが接続されている
　請求項１から６のいずれか一に記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項８】
　上記高周波伝達部が、高周波信号分配ポイントである
　請求項１から７のいずれか一に記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項９】
　上記同軸伝送ケーブルは、アンテナケーブルとして機能し、
　上記高周波伝達部が、上記アンテナケーブルとの接続ポイントである
　請求項１から８のいずれか一に記載の高周波受信伝送ケーブル。
【請求項１０】
　高周波受信伝送ケーブルと、
　上記高周波受信伝送ケーブルが接続可能で、放送波の受信機能を有する電子機器と、を
有し、
　上記高周波受信伝送ケーブルは、
　　高周波信号を受信または、伝送するための高周波伝達部と、
　　受信した信号を伝送するための同軸伝送ケーブルと、
　　上記高周波伝達部と上記同軸伝送ケーブルとが接続され、信号を中継する中継部と、
を含み、
　　上記高周波伝達部および上記同軸伝送ケーブルは、
　　　ジャケットにより被覆されたシールド部付同軸ケーブルにより形成され、
　　上記同軸伝送ケーブルは、
　　　第１伝送ケーブル部および第２伝送ケーブル部を形成するように、中間部に上記中
継部が配置され、
　　　上記第１伝送ケーブル部および上記第２伝送ケーブル部の少なくとも一方には、上
記中継部から所定の距離の位置に高周波的に遮断する高周波遮断部が配置されている
　受信装置。
【請求項１１】
　上記高周波遮断部が配置される上記中継部からの所定の距離の位置は、使用帯域の電気
長1/4λ（λは波長）の定数倍の地点である
　請求項１０記載の受信装置。
【請求項１２】
　上記同軸伝送ケーブルは、
　　芯線とシールド部が同心状に形成された同軸ケーブルにより形成され、
　上記同軸伝送ケーブルは、
　　上記中継部における上記第１伝送ケーブル部および上記第２伝送ケーブル部の芯線間
に高周波遮断部が挿入されている
　請求項１０または１１記載の受信装置。
【請求項１３】
　上記高周波伝達部は、
　　芯線とシールド部が同心状に形成された同軸ケーブルにより形成され、
　上記高周波伝達部を形成する上記同軸ケーブルは、
　　一端側において、芯線が上記同軸伝送ケーブルの高周波遮断部の一方の側の第１伝送
ケーブル部の上記シールド部に接続され、
　　シールド部が上記同軸伝送ケーブルの高周波遮断部の他方の側の上記第２伝送ケーブ
ル部の上記シールド部に接続され、
　　他端側は上記電子機器のチューナーに接続可能である
　請求項１２記載の受信装置。
【請求項１４】
　上記中継部は、
　　平衡不平衡変換器を含み、
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　　上記高周波伝達部を形成する同軸ケーブルの芯線と上記同軸伝送ケーブルの高周波遮
断部の一方の側の上記第１伝送ケーブル部の上記シールド部が上記平衡不平衡変換器の一
端子を介して接続され、
　　上記高周波伝達部を形成する同軸ケーブルのシールド部と上記同軸伝送ケーブルの高
周波遮断部の他方の側の上記第２伝送ケーブル部の上記シールド部が上記平衡不平衡変換
器の他端子を介して接続されている
　請求項１３記載の受信装置。
【請求項１５】
　上記同軸伝送ケーブルの上記第２伝送ケーブル部は、
　　上記中継部から所定の距離の位置の上記芯線に上記高周波遮断部が挿入されている
　請求項１２から１４のいずれか一に記載の受信装置。
【請求項１６】
　上記同軸伝送ケーブルにおいて、
　　上記第１伝送ケーブル部は、上記中継部から所定の距離の位置領域でオーディオジャ
ックが接続され、
　　上記第２伝送ケーブル部は、上記中継部との接続端と反対側の端部が上記電子機器の
オーディオ端子に接続可能である
　請求項１２から１５のいずれか一に記載受信装置。
【請求項１７】
　上記第２伝送ケーブル部は、
　　上記中継部との接続端と反対側の端部において、上記シールド部が上記芯線と接続さ
れて上記電子機器のグランドに接続される
　請求項１６記載の受信装置。
【請求項１８】
　上記高周波伝達部が、高周波信号分配ポイントである
　請求項１０から１７のいずれか一に記載の受信装置。
【請求項１９】
　上記同軸伝送ケーブルは、アンテナケーブルとして機能し、
　上記高周波伝達部が、上記アンテナケーブルとの接続ポイントである
　請求項１０から１８のいずれか一に記載の受信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、たとえば携帯型のＡＶ機器、携帯電話機等の携帯型電子機器に適用可能な高
周波受信伝送ケーブルおよびその受信装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　携帯型電子機器の大画面化および高性能化と、テレビジョン（ＴＶ）チューナーの小型
化および薄型化に伴い、受信端末にて、ＴＶ視聴が可能な携帯型電子機器末が世に普及し
ている。
【０００３】
　また、本来ＴＶ受信機能が無い携帯型電子機器へ、後付でＴＶチューナーモジュールを
取り付けて、ＴＶ視聴を可能とした製品も普及している。
　これらは、ＴＶ信号を受信する際に、別途外部アンテナを用意するか、製品に取り付け
られている内蔵アンテナを使用している。
【０００４】
　また現在、ポータブルオーディオ機器や通信端末等の携帯端末において、イヤホンにて
視聴する際にユーザーの利便性向上のために、中継部を設けてそこから端末をコントロー
ルするリモートコントロール機能を有したイヤホンケーブルが広く使われている。
【０００５】
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　また、携帯型端末においては、端末の小型化が進むに伴い、入出力部位の共通化も進め
られている。
　イヤホンケーブルには、本来のオーディオのみならず、マイクロフォン信号、受話ボタ
ン、リモートコントロール機能、アンテナ機能などの多く信号線を有する構造を持つよう
になっている。
　その結果、伝送信号の高周波化と、ケーブルの多芯化に伴うケーブル直径の大型化が進
んでいる。
【０００６】
　また近年、携帯電話機に代表される通信端末等の電子機器には、ＦＭラジオやデジタル
ラジオ、またはテレビジョンの放送波を受信する機能を有するものが増えてきている。
　この電子機器の音声は、同軸ケーブルを用いたイヤホンケーブルを通してイヤホン（ヘ
ッドホンを含む）で聴取することも行われている。
【０００７】
　また、テレビジョン受像機を搭載した携帯電話機等の電子機器では、その音声をイヤホ
ンで聴取すると共に、イヤホン用のケーブルをシールドケーブルで形成して受信アンテナ
として機能させ、高周波信号の伝送にも利用することが行われている。
　いわゆるイヤホンアンテナについては、たとえば特許文献１、２に開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特許第４００３６７１号
【特許文献２】特許第４１２３２６２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、外部アンテナを用意したモデルについては、固定用セットであれば問題ない
が、移動を前提とした使い方を考えた場合、携帯性と屋外での視聴の際の取り付けの難し
さによって、敬遠されることが推測される。
【００１０】
　また、内蔵アンテナの場合は、以下に挙げる理由から、受信性能を発揮できない場合が
多い。
　内蔵アンテナの場合は、一般的にホイップアンテナが採用されるが、セットのグランド
ＧＮＤを用いて、電界を形成するために、取り付けられるセットが、どのような大きさか
が決まらない場合、アンテナを最適に設計することが困難である。
　また、取り付けられるセットがＴＶ視聴用に開発されていない場合、端末そのものから
発する不要輻射や、セットＧＮＤに流れているノイズの影響を受けて、本来の受信性能を
発揮できないことがある。
【００１１】
　具体的には、図１に示すように、セット１からの不要輻射を、セット自身のアンテナ２
で受信してしまい、受信性能を十分に発揮することができないことがある。
　また、図２に示すように、信号処理部３を有するセット１ＡのＧＮＤから溢れ出たノイ
ズが回りこんで、セット自身のアンテナ２Ａで受信してしまう。
【００１２】
　上述したように、内蔵アンテナは、セット側も最適に設計をしないと、利得・受信感度
共に劣化してしまう。
　また、外部アンテナを、別途携帯することは、設置の手間からも、現実的ではない。
　携帯性を維持しつつ、どのようなセットに接続されても、受信性能への影響を最大限軽
減するアンテナが、待ち望まれている。
【００１３】
　また、現在提案されているイヤホンケーブル４は、図３に示すように、Ｌ用ケーブル４
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ＬとＲ用ケーブル４Ｒでアンテナを形成する。
　そして、ケーブル４Ｌ，４Ｒはバラン５を介して同軸線路および音声信号ライン６の一
端と接続され、同軸線路および音声信号ライン６の他端がジャック７によりＴＶ視聴が可
能なセット（電子機器）１Ｂに接続される。
【００１４】
　ところが、イヤホンケーブル４は、Ｌ用ケーブル４ＬとＲ用ケーブル４Ｒでアンテナを
形成することから、ケーブル４Ｌと４Ｒで形成する角度が大きい方がアンテナ特性がよい
。
　したがって、既存のイヤホンケーブルは、受信性能を高めるためには角度を固定する必
要があり、イヤホンケーブルの柔軟性や携帯の利便性が損なわれるおそれがある。
　また、高周波信号ラインと同軸線とを兼用していることから、高周波信号の伝送損失が
大きいという不利益がある。
【００１５】
　本発明は、携帯性や柔軟性を維持しつつ、接続される機器にかかわりなく受信性能への
影響を最大限軽減することが可能で、しかも伝送損失を小さくすることが可能な高周波受
信伝送ケーブルおよび受信装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の第１の観点の高周波受信伝送ケーブルは、高周波信号を受信または、伝送する
ための高周波伝達部と、受信した信号を伝送するための同軸伝送ケーブルと、上記高周波
伝達部と上記同軸伝送ケーブルとが接続され、信号を中継する中継部と、を有し、上記高
周波伝達部および上記同軸伝送ケーブルは、ジャケットにより被覆されたシールド部付同
軸ケーブルにより形成され、上記同軸伝送ケーブルは、第１伝送ケーブル部および第２伝
送ケーブル部を形成するように、中間部に上記中継部が配置され、上記第１伝送ケーブル
部および上記第２伝送ケーブル部の少なくとも一方には、上記中継部から所定の距離の位
置に高周波的に遮断する高周波遮断部が配置されている。
【００１７】
　本発明の第２の観点の受信装置は、高周波受信伝送ケーブルと、上記高周波受信伝送ケ
ーブルが接続可能で、放送波の受信機能を有する電子機器と、を有し、上記高周波受信伝
送ケーブルは、高周波信号を受信または、伝送するための高周波伝達部と、受信した信号
を伝送するための同軸伝送ケーブルと、上記高周波伝達部と上記同軸伝送ケーブルとが接
続され、信号を中継する中継部と、を含み、上記高周波伝達部および上記同軸伝送ケーブ
ルは、ジャケットにより被覆されたシールド部付同軸ケーブルにより形成され、上記同軸
伝送ケーブルは、第１伝送ケーブル部および第２伝送ケーブル部を形成するように、中間
部に上記中継部が配置され、上記第１伝送ケーブル部および上記第２伝送ケーブル部の少
なくとも一方には、上記中継部から所定の距離の位置に高周波的に遮断する高周波遮断部
が配置されている。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、携帯性や柔軟性を維持しつつ、接続される機器にかかわりなく受信性
能への影響を最大限軽減することが可能で、しかも伝送損失を小さくすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】不要輻射の問題を説明するための図である。
【図２】セットＧＮＤからのノイズの回り込みの問題を説明するための図である。
【図３】既存のイヤホンケーブルの課題を説明するための図である。
【図４】本発明の実施形態に係るアンテナケーブルを形成する高周波受信伝送ケーブルを
含む電子機器（セット機器）の一例である携帯端末を含む受信システム（受信装置）を示
す図である。
【図５】シールド部付同軸ケーブルの構造例を示す図である。
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【図６】本実施形態に係る中継部の具体的な構成、並びに同軸伝送ケーブルおよび同軸ケ
ーブルの接続例を示す図である。
【図７】本実施形態に係る高周波受信伝送ケーブルのアンテナとしての原理を説明するた
めの図である。
【図８】本実施形態の受信装置と比較例の電波暗室内で、セットの電源を入れた状態とし
、セットに接続されたアンテナの電力を測定することで、セットの輻射をアンテナが取り
込む量を示す図である。
【図９】本実施形態の受信装置と比較例において、実際にセットにアンテナを取り付けて
、最低受信感度を測定したデータを示す図である。
【図１０】本実施形態に係る高周波受信伝送ケーブルを実機に用いた場合の受信装置の周
波数に対するピークゲイン特性を示す図である。
【図１１】本実施形態に係る第１の応用例の中継部の具体的な構成、並びに同軸伝送ケー
ブルおよび同軸ケーブルの接続例を示す図である。
【図１２】本実施形態に係る第２の応用例の中継部の具体的な構成、並びに同軸伝送ケー
ブルおよび同軸ケーブルの接続例を示す図である。
【図１３】図３の対比として本実施形態の効果を説明するための図である。
【図１４】本実施形態の高周波受信伝送ケーブルをストラップと一体として構成した例を
示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態を図面に関連付けて説明する。
　なお、説明は以下の順序で行う。
１．受信システム（受信装置）の構成例
２．高周波受信伝送ケーブルの第１の構成例
３．中継部の構成例
４．イヤホンケーブルとの接続部の構成例
５．高周波遮断部の構成例
６．ノイズ抑圧効果
７．第１の応用例
８．第２の応用例
【００２１】
＜１．受信システム（受信装置）の構成例＞
　図４は、本発明の実施形態に係るアンテナケーブルを形成する高周波受信伝送ケーブル
を含む電子機器（セット機器）の一例である携帯端末を含む受信システム（受信装置）を
示す図である。
【００２２】
　受信システム１０は、携帯端末２０、高周波受信伝送ケーブル３０、およびイヤホンケ
ーブル４０を主構成要素として構成されている。
【００２３】
　携帯端末２０は、たとえばテレビジョン受像機を内蔵し、オーディオ系回路、表示系回
路、液晶表示デバイス等の表示部２１、キー入力等を行う操作部２２を有する。
　携帯端末２０は、高周波信号を受信するためにアンテナケーブルを形成する高周波受信
伝送ケーブル３０の接続されるＲＦプラグ２３やオーディオプラグが接続され丸型ジャッ
ク部２４等を含む。
【００２４】
　本実施形態の高周波受信伝送ケーブル３０は、たとえば放送局から送信されたＦＭ帯や
、デジタルテレビジョン放送を受信するために使われるＶＨＦ帯～ＵＨＦ帯の電波信号を
受信し、伝送することが可能である。
【００２５】
　高周波受信伝送ケーブル３０は、同軸伝送ケーブル３１、高周波伝達部３２、中継部３
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３、オーディオプラグ３４、イヤホンケーブル４０との接続部３５、インダクタやフェラ
イトコアによる高周波遮断部３６を含んで構成される。
　なお、接続部３５は、高周波遮断部を含んで構成可能である。
【００２６】
　高周波遮断部３２および接続部３５は、高周波遮断機能を発現するインダクタ等は、中
継部３３から所定の距離Ｌの位置に配置されている。
　この中継部３３から所定の距離Ｌの位置は、使用帯域の電気長１／４λ（λは波長）の
定数倍ｎの地点（位置）に設定されている。ただし、ｎは正の整数である。
　中継部３３は、同軸伝送ケーブル３１と高周波伝達部３２が接続される。その構造はあ
とで詳述する。
【００２７】
　本実施形態において、同軸伝送ケーブル３１および高周波伝達部３２は、たとえばジャ
ケットにより被覆されたシールド部付同軸ケーブルにより形成される。
【００２８】
　同軸伝送ケーブル３１は、アンテナケーブルとして機能し、第１伝送ケーブル部３１ａ
および第２伝送ケーブル部３１ｂを形成するように、その中間部に中継部３３が配置され
ている。
　第１伝送ケーブル部３１ａの一端側および第２伝送ケーブル部３１ｂの一端側が、たと
えば基板状の中継部３３内にあるように形成されている。
　第１伝送ケーブル部３１ａの中継部３３から距離Ｌの他端部側の位置に高周波遮断部を
含む接続部３５が形成されている。
　第２伝送ケーブル部３１ｂの中継部３３から距離Ｌの位置に高周波遮断部３２が形成さ
れている。
　第２伝送ケーブル部３１ｂの高周波遮断部３２の形成位置からさらに他端部側は、第３
伝送ケーブル部３１ｃとして形成され、その第３伝送ケーブル３１ｃの端部にはオーディ
オプラグ３４が接続されている。
【００２９】
　そして、本実施形態においては、後で詳述するように、高周波伝達部３２は、中継部３
３において、同軸構造をとる高周波信号伝送用の同軸ケーブル３７により形成される。
　同軸ケーブル３７は、一端側が中継部３３に接続され、他端側にＲＦプラグ２３が接続
されている。
【００３０】
＜２．高周波受信伝送ケーブルの構成例＞
［シールド部付同軸ケーブルの構成］
【００３１】
　図５は、シールド部付同軸ケーブルの構造例を示す図である。
【００３２】
　図５のシールド部付同軸ケーブルは、３芯同軸ケーブル３１０により形成され、オーデ
ィオのＬ線およびＲ線を形成する複数の芯線３１１，３１２，３１３、および芯線３１１
，３１２，３１３を絶縁するための内部絶縁体３１４を有する。
　同軸ケーブル３１０は、絶縁体３１４の外周に配置された外部導体としてのシールド部
３１５、および外周全体を被覆するエラストマー等の外部絶縁体（外皮、ジャケット）３
１６を有する。
　芯線３１１，３１２，３１３は、たとえばアラミド繊維入りポリウレタン線により形成
される。
　絶縁体３１４は、たとえばＸ線照射架橋ＰＥにより形成される。
　また、シールド部３１５は、たとえば軟銅線により形成される。
　また、シールド部３１５は、導電性を有する複数の素線、たとえば裸軟銅線を編組した
編組シールドにより形成されている。
　なお、編組シールドは、横巻シールドと比べて、屈曲時においてもシールドの隙間発生
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が少なく、適度な柔軟性、折り曲げ強さ、機械的強度を備えた静電シールド方法として知
られているものである。
　芯線３１１，３１２，３１３とシールド部３１５は、高周波的にインピーダンスを有す
る。
【００３３】
　同軸伝送ケーブル３１を形成する第１伝送ケーブル部３１ａ、第２伝送ケーブル部３１
ｂ、および第３伝送ケーブル部３１ｃは、上述した図５の構造を有する。
　高周波伝達部３２を形成する同軸ケーブル３７は、図５の構造と同様の構成を有する。
ただし、芯線は１本でもよい。
【００３４】
＜３．中継部の構成例＞
　次に、中継部３３の構成例について説明する。
　図６は、本実施形態に係る中継部の具体的な構成、並びに同軸伝送ケーブルおよび同軸
ケーブルの接続例を示す図である。
【００３５】
　中継部３３は、たとえば基板あるいはモールド成型にて形成される。
　中継部３３において、同軸伝送ケーブル３１は、イヤホンケーブル４０との接続部３５
側の第１伝送ケーブル部３１ａとオーディオプラグ側の第２伝送ケーブル部３１ｂに分離
され、その分離部ＳＰＲＴ１で芯線３１１，３１２，３１３が露出している。
　すなわち、中継部３３において、同軸伝送ケーブル３１は、絶縁体３１４、シールド部
３１５、ジャケット３１６が除去されて分離されている。
　また、分離部ＳＰＲＴ１の近傍にはジャケット３１６ａ，３１６ｂを除去してシールド
部３１５ａ，３１５ｂが露出している。
【００３６】
　分離部ＳＰＲＴ１では、接続部３５側の第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１１ａとオ
ーディオプラグ側の第２伝送ケーブル部３１ｂの芯線３１１ｂが高周波遮断用のインダク
タＬ１を介して接続されている。
　接続部３５側の第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１２ａとオーディオプラグ側の第２
伝送ケーブル部３１ｂの芯線３１２ｂが高周波遮断用のインダクタＬ２を介して接続され
ている。
　接続部３５側の第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１３ａとオーディオプラグ側の第２
伝送ケーブル部３１ｂの芯線３１３ｂが高周波遮断用のインダクタＬ３を介して接続され
ている。
【００３７】
　分離部ＳＰＲＴ１の近傍には平衡不平衡変換器（バラン）３３０が配置されている。
　そして、バラン３３０を挟んで同軸ケーブル３７の一端側が同軸伝送ケーブル３１と略
直交するように配置されている。
　同軸ケーブル３７は、バラン３３０の近傍の一端部で、芯線３１１ｄが露出している。
　また、芯線３１１ｄの露出部の近傍にはジャケット３１６ｄを除去してシールド部３１
５ｄが露出している。
　同軸ケーブル３７の芯線３１１ｄは、バラン３３０の一方の端子３３１を介して接続部
３５側の第１伝送ケーブル部３１ａのシールド部３１５ａに接続されている。
　同軸ケーブル３７のシールド部３１５ｄは、バラン３３０の他方の端子３３２を介して
オーディオプラグ側の第２伝送ケーブル部３１ｂのシールド部３１５ｂに接続されている
。
　中継部３３にバラン３３０を配置することにより、高周波信号を伝送しつつ、電子機器
（セット）２０から回り込むノイズを遮断することができる。
【００３８】
　同軸ケーブル３７は、他端部で、芯線３１１ｄが露出している。
　また、芯線３１１ｄの露出部の近傍にはジャケット３１６ｄを除去してシールド部３１
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５ｄが露出している。
　そして、他端側芯線３１１ｄは携帯端末２０のＲＦプラグ２３に接続された状態でチュ
ーナー２５に接続される。
　また、他端側シールド部３１５ｄは、携帯端末２０のＲＦプラグ２３に接続された状態
でセットグランドＧＮＤに接続される。
　これにより、ノイズをセット側に流すことができる。
【００３９】
　以上の構成を有する中継部３３により、ダイポールアンテナが形成されている。
【００４０】
＜４．イヤホンケーブル４０との接続部３５の構成例＞
　次に、接続部３５の構成例について説明する。
　接続部３５において、第１伝送ケーブル部３１ａの他端側は、絶縁体３１４、シールド
部３１５、ジャケット３１６が除去されて分離されている。
　また、第１伝送ケーブル部３１Ａの他端側ではジャケット３１６ａを除去してシールド
部３１５ａが露出している。
【００４１】
　接続部３５の第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１１ａには高周波遮断用のインダクタ
Ｌ１１の一端が接続されている。
　接続部３５側の第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１２ａには高周波遮断用のインダク
タＬ１２の一端が接続されている。
　接続部３５側の第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１３ａには高周波遮断用のインダク
タＬ１３の一端が接続されている。
　接続部３５において、高周波遮断部３５１を形成するインダクタＬ１１，Ｌ１２，Ｌ１
３の他端側には、オーディオジャック３５２の各端子が接続されている。
【００４２】
＜５．高周波遮断部３６の構成例＞
　次に、高周波遮断部３６の構成例について説明する。
　高周波遮断部３６において、同軸伝送ケーブル３１は、中継部３３側の第２伝送ケーブ
ル部３１ｂとオーディオプラグ側の第２伝送ケーブル部３１ｃに分離され、その分離部Ｓ
ＰＲＴ２で芯線３１１，３１２，３１３が露出している。
　すなわち、高周波遮断部３６において、同軸伝送ケーブル３１は、絶縁体３１４、シー
ルド部３１５、ジャケット３１６が除去されて分離されている。
　また、分離部ＳＰＲＴ２の近傍にはジャケット３１６ｂ，３１６ｃを除去してシールド
部３１５ｂ，３１５ｃが露出している。
【００４３】
　分離部ＳＰＲＴ２では、中継部３３側の第２伝送ケーブル部３１ｂの芯線３１１ｂとオ
ーディオプラグ側の第３伝送ケーブル部３１ｃの芯線３１１ｃが高周波遮断用のインダク
タＬ２１を介して接続されている。
　中継部３３側の第２伝送ケーブル部３１ｂの芯線３１２ｂとオーディオプラグ側の第３
伝送ケーブル部３１ｃの芯線３１２ｃが高周波遮断用のインダクタＬ２２を介して接続さ
れている。
　中継部３３側の第２伝送ケーブル部３１ｂの芯線３１３ｂとオーディオプラグ側の第３
伝送ケーブル部３１ｃの芯線３１３ｃが高周波遮断用のインダクタＬ２３を介して接続さ
れている。
【００４４】
　第３伝送ケーブル部３１ｃは、他端部で、芯線３１１ｃ，３１２ｃ，３１３ｃが露出し
ている。
　また、芯線３１１ｃ，３１２ｃ，３１３ｃの露出部の近傍にはジャケット３１６ｄを除
去してシールド部３１５ｄが露出している。
　そして、他端側芯線３１１ｃ，３１２ｃ，３１３ｃは携帯端末（セット）２０のオーデ
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ィオプラグ３４に接続された状態で音声回路２６に接続される。
　また、他端側シールド部３１５ｃは、携帯端末２０のオーディオプラグ３４に接続され
た状態でセットグランドＧＮＤに接続される。
　これにより、ノイズをセット側に流すことができる。
【００４５】
　上述したように、本実施形態においては、中継部３３には、高周波遮断部して、インダ
クタＬ１，Ｌ２，Ｌ３が設けられており、音声等の低い周波数は通過させ、ラジオやＴＶ
等の比較的高い周波数においては、遮断する振る舞いをする。
　第１伝送ケーブル部３１ａと第２伝送ケーブル部３１ｂは、それぞれアンテナとして使
用される帯域のλ/4の定数倍の長さとなっている。
　高周波遮断部としてのインダクタＬ１，Ｌ２，Ｌ３によって、第１伝送ケーブル部３１
ａと第２伝送ケーブル部３１ｂは、高周波的に分断され、それぞれバラン３３０に接続さ
れている。
　第３伝送ケーブル部３１ｃも、同軸構造となっており、シールド部３１５ｃは、セット
グランドＧＮＤに接続されており、セット２０よりの不要輻射やノイズを信号線に飛び込
ませないようにしている。
【００４６】
　次に、本実施形態に係る高周波受信伝送ケーブル３０のアンテナとしての原理を説明す
る。
　図７は、本実施形態に係る高周波受信伝送ケーブル３０のアンテナとしての原理を説明
するための図である。
【００４７】
　本実施形態では、伝送ケーブルを同軸構造とし、その外部導体であるシールド部３１５
ａ，３１５ｂ，３１５ｄをエレメントとして利用している。
　その長さは、片側、すなわち、第１伝送ケーブル部３１ａ、第２伝送ケーブル部３１ｂ
の長さをアンテナとして使用される帯域のλ/4の定数倍として、バラン３３０を介してエ
レメントに給電することによって、ダイポールアンテナが構成される。
　また、バラン３３０によって、セットグランドＧＮＤから回り込んでくるノイズの影響
も軽減している。
　接続部３５の高周波遮断部としてのインダクタＬ１１，Ｌ１２，Ｌ１３、並びに、高周
波遮断部３６のインダクタＬ２１，Ｌ２２，Ｌ２３により、高周波では、インピーダンス
が高く電流が流れない。
【００４８】
＜６．ノイズ抑圧効果＞
　次に、本実施形態に係る受信装置１０のノイズの抑圧効果について、図８および図９に
関連付けて考察する。
【００４９】
　図８は、本実施形態の受信装置と比較例の電波暗室内で、セットの電源を入れた状態と
し、セットに接続されたアンテナの電力を測定することで、セットの輻射をアンテナが取
り込む量を示している。
　図８（Ａ）は比較例のノイズ波形を、図８（Ｂ）は本実施形態（本件）のノイズ波形を
、図８（Ｃ）は測定結果を表として示している。
　図８（Ａ）および（Ｂ）において縦軸は電力、横軸は周波数を示している。
　また、比較例としてロッドアンテナのデータと本件のデータを併記している。
　図８によれば、比較例に比べて、本件は、セットよりのノイズを受けていないことが分
かる。
【００５０】
　図９（Ａ）および（Ｂ）は、本実施形態の受信装置と比較例において、実際にセットに
アンテナを取り付けて、最低受信感度を測定したデータを示す図である。
　図９（Ａ）において、縦軸は最低受信感度、横軸はテレビジョンの物理チャンネルを示
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している。図９（Ａ）において、Ｘで示す曲線が比較例の特性を、Ｙで示す曲線が本件の
特性を示している。
　図９（Ｂ）は測定結果を表として示している。
　図９によれば、比較例に比べ、本件の方が、低い電力においても、受信ができているこ
とが確認されている。
【００５１】
　図１０（Ａ）～（Ｄ）は、本実施形態に係る高周波受信伝送ケーブルを実機に用いた場
合の受信装置の周波数に対するピークゲイン特性を示す図である。
　図１０はＵＨＦ帯域における特性を示している。
　図１０（Ａ）に示すように、実機（セット）２５Ａに本実施形態に係る高周波受信伝送
ケーブル３０を適用した例を模式的に示している。
　図１０（Ｂ）において、Ｈで示す曲線が水平偏波(Horizontal Polarization)の特性を
示し、Ｖで示す曲線が垂直偏波(Vertical Polarization)の特性を示している。
　また、図１０（Ｃ），（Ｄ）においては、特性図にあわせて測定結果を詳細に示す図表
を図示している。
【００５２】
　図からもわかるように、通常のダイポールアンテナと比較して、交差偏波比が小さいこ
とから垂直偏波Ｖを問題なく受信可能である。
【００５３】
＜７．第１の応用例＞
　次に、本実施形態の第１の応用例について説明する。
　図１１は、本実施形態に係る第１の応用例の中継部の具体的な構成、並びに同軸伝送ケ
ーブルおよび同軸ケーブルの接続例を示す図である。
【００５４】
　この第１の応用例が図６の構成と異なる点は、オーディオプラグ３４Ａを標準的な３極
とすること、コストダウンを図ったことにある。
　この場合、第３伝送ケーブル部３１ｃは、他端部において、シールド部３１５ｃが芯線
３１２ｃと接続されてセットグランドＧＮＤに接続される。
【００５５】
　第１の応用例においても、上述した効果と同様の効果を得ることができる。
【００５６】
＜８．第２の応用例＞
　次に、本実施形態の第２の応用例について説明する。
　図１２は、本実施形態に係る第２の応用例の中継部の具体的な構成、並びに同軸伝送ケ
ーブルおよび同軸ケーブルの接続例を示す図である。
【００５７】
　この第２の応用例が図６の構成と異なる点は、接続部３５において、高周波遮断部とし
てのインダクタを取り外したことでコストダウンを図ったことにある。
　この場合、接続部３５Ａにおいて、第１伝送ケーブル部３１ａの芯線３１１ａ，３１２
ａ，３１３ａがオーディオジャック３５２の各端子に直接接続されている。
【００５８】
　第２の応用例においても、上述した効果と同様の効果を得ることができる。
【００５９】
　以上説明したように、本実施形態によれば、高周波受信伝送ケーブル３０は、同軸伝送
ケーブル３１、高周波伝達部３２、中継部３３、オーディオプラグ３４、接続部３５、イ
ンダクタやフェライトコアによる高周波遮断部３６を含んで構成される。
　高周波遮断部３２および接続部３５は、高周波遮断機能を発現するインダクタ等は、中
継部３３から所定の距離Ｌの位置に配置されている。
　この中継部３３から所定の距離Ｌの位置は、使用帯域の電気長１／４λ（λは波長）の
定数倍ｎの地点（位置）に設定されている。
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　本実施形態において、同軸伝送ケーブル３１および高周波伝達部３２は、たとえばジャ
ケットにより被覆されたシールド部付同軸ケーブルにより形成される。
　同軸伝送ケーブル３１は、アンテナケーブルとして機能し、第１伝送ケーブル部３１ａ
および第２伝送ケーブル部３１ｂを形成するように、その中間部に中継部３３が配置され
ている。
　第１伝送ケーブル部３１ａの一端側および第２伝送ケーブル部３１ｂの一端側が、たと
えば基板状の中継部３３内にあるように形成されている。
　第１伝送ケーブル部３１ａの中継部３３から距離Ｌの他端部側の位置に高周波遮断部を
含む接続部３５が形成されている。
　第２伝送ケーブル部３１ｂの中継部３３から距離Ｌの位置に高周波遮断部３２が形成さ
れている。
　第２伝送ケーブル部３１ｂの高周波遮断部３２の形成位置からさらに他端部側は、第３
伝送ケーブル部３１ｃとして形成され、その第３伝送ケーブル３１ｃの端部にはオーディ
オプラグが接続されている。
　本実施形態においては、高周波伝達部３２は、中継部３３において、同軸構造をとる高
周波信号伝送用の同軸ケーブル３７により形成される。同軸ケーブル３７は、一端側が中
継部３３に接続され、他端側にＲＦプラグ２３が接続されている。
　したがって、本実施形態によれば、以下の効果を得ることができる。
【００６０】
　したがって、本実施形態によれば、大携帯性や柔軟性を維持しつつ、接続される機器に
かかわりなく受信性能への影響を最大限軽減することが可能で、しかも伝送損失を小さく
することができる。
　その結果、イヤホンケーブルの性能向上を図れ、イヤホンケーブルの小型化、生産性向
上を図ることができる。
　なお、高周波伝達部３２が、高周波信号分配ポイントとして形成することも可能である
。
　また、同軸伝送ケーブル３１は、アンテナケーブルとして機能し、高周波伝達部３２が
、アンテナケーブルとの接続ポイントとして形成することも可能である。
【００６１】
　図１３は、図３の対比として本実施形態の効果を説明するための図である。
【００６２】
　図３に示す比較例では、イヤホンケーブル４は、Ｌ用ケーブル４ＬとＲ用ケーブル４Ｒ
でアンテナを形成することから、ケーブル４Ｌと４Ｒで形成する角度が大きい方がアンテ
ナ特性がよい。
　したがって、既存のイヤホンケーブルは、受信性能を高めるためには角度を固定する必
要があり、イヤホンケーブルの柔軟性や携帯の利便性が損なわれるおそれがある。
　また、高周波信号ラインと同軸線とを兼用していることから、高周波信号の伝送損失が
大きいという不利益がある。
【００６３】
　これに対して、本実施形態の高周波受信伝送ケーブル３０は、アンテナとして機能させ
る部分が比較例と違い、角度を規定しなくてもアンテナ性能がよくなる。
　また、高周波受信伝送ケーブル３０は、高周波信号ラインと同軸伝送ラインとの兼用部
分がなくなり、高周波のロスを大幅に低減することができる。
【００６４】
　本実施形態の高周波受信伝送ケーブル３０は、角度を規定しなくてもアンテナ性能がよ
くなることから、柔軟性や携帯性に優れる。
　したがって、たとえば、図１４に示すように、ストラップ５０に一体的に取り付け可能
である。
　ストラップ５０は、ストラップ紐５１の途中に着脱部５２，５３が形成されて、途中で
切り離したり接続したりすることができる。
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　図１４の例では、接続部３５がストラップ紐５１に一体的に取り付け可能に構成されて
いる。また、中継部３３には、ストラップ保持紐５４が取り付けられている。この部分は
中継部３３に対して着脱自在に形成される。
【００６５】
　なお、高周波受信伝送ケーブルにおいて、伝送ケーブルが、中継部に接続される部位が
、同軸構造ではなく平行２線で構成することも可能である。
　また、高周波遮断部位は、磁性材料にケーブル部を巻きつけることによって形成するこ
とも可能である。
　また、高周波受信伝送ケーブルはセット端末の電源回路と、ＤＣコンバータ等の電源出
力装置もしくは、シガープラグ等の電源伝送コネクタに接続することにより、電力を伝送
するアンテナケーブル装置としても構成するが可能である。
【符号の説明】
【００６６】
　１０・・・受信システム（受信装置）、２０・・・携帯端末（電子機器、セット）、２
３・・・ＲＦプラグ、２５・・・チューナー、２６・・・音声回路、３０・・・高周波受
信伝送ケーブル、３１・・・同軸伝送ケーブル、３１ａ・・・第１伝送ケーブル部、３１
ｂ・・・第２伝送ケーブル部、３１ｃ・・・第３伝送ケーブル部、３２・・・高周波伝達
部、３３・・・中継部、３３０・・・バラン、３４・・・オーディオプラグ、３５・・・
接続部、３６・・・高周波遮断部、４０・・・イヤホンケーブル。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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